
リスク分担表 

 

対象施設：なかやまフラワーハウス 

【基本方針】 

各リスクは、当該リスクを最も適切に管理・軽減できる者が負担することを原則とす

る。 

（凡例） 

 ●：主として負担する ○：一部負担または場合により負担 －：負担なし 

No. 分類 具体的な事象・定義 市 
指定管

理者 

備考・分担詳細 

(適用条件等) 

1 運営方針 
施設の設置目的・基本

方針の決定及び変更 
● － 

市の政策変更や条例改正な

どにより、基本方針や運営の

根幹を変更せざるを得ない

場合。 

2 
条例等の

改正 

利用料金の設定・改定

等 
● － 

条例に基づく利用料金の決

定や、改定の必要性が生じた

場合の最終判断。 

3 施設設備 

施設・設備等の保守点

検及び維持管理 

(建物・付属施設・機械

設備・遊具・樹木他) 

－ ● 

建物、付属施設、機械設備、

遊具、樹木等の日常的な保守

点検、法定点検、及びそれに

伴う維持管理（日常の修繕・

剪定等含む）の実施と費用負

担。 

4 不可抗力 

天災地変（地震、台風

等）、戦争、テロ、感染

症の蔓延など、双方の

責めに帰すことので

きない事由により発

生した損害・増加費

用。 

● 

原則 

負担 

○ 

善管注

意義務

の範囲

内 

・施設の滅失・損傷の復旧費

は市が負担。 

・休業に伴う利用料金収入

の減収や、固定費の発生につ

いては、協議により市が補填

等を行う場合がある。 

・事業者は災害時の初動対

応（被害軽減）の義務を負う。 

5 
法令・政

策変更 

指定期間中の法令改

正、税制変更、市の政
● － 

・消費税率の変更分は転嫁

を認める（契約金額を変更す



策変更（市都合による

仕様変更、休館指示

等）により発生した増

加費用。 

る）。 

・市の都合（市の独自施策）

による休館・用途変更等に伴

う損害は市が補償する。 

6 

施設の瑕

疵 

(既存・隠

れ た 瑕

疵) 

業務開始前から存在

していた施設の不具

合、隠れた瑕疵（構造

上の欠陥、土壌汚染、

アスベスト等）に起因

する損害。 

● 〇 

・事業者は発見次第、速やか

に市へ報告すること。放置し

たことにより損害が拡大し

た部分は事業者負担とする。 

7 

施設の維

持管理・

修繕 

( 経 年 劣

化・破損) 

施設、設備、備品等の

維持管理、保守点検、

修繕、更新にかかる費

用。 

● 

大規模

修繕・

設備更

新 

● 

小規模

修繕・

消耗品 

【修繕費用の負担区分】 

1件あたりの修繕費用が 

３０万円未満 ⇒ 事業者 

負担 

３０万円以上 ⇒ 市負担 

※ただし、事業者の故意・過

失による破損や、日常保守を

怠ったことによる故障は、金

額によらず全額事業者負担

とする。 

※耐用年数を超過した設備

の本体更新（取替）は市が負

担する。 

8 火災保険 施設本体の火災保険 ● －  

9 
第三者賠

償 

業務の実施に伴い、第

三者（利用者等）の生

命、身体、財産に損害

を与えた場合の賠償

責任。 

○ 

（施設

の設

置・管

理の瑕

疵に起

因する

場合） 

● 

（業務

の実

施・管

理運営

の過失

に起因

する場

合） 

・事業者は業務開始前に、必

ず損害賠償責任保険等に加

入し、証券の写しを市へ提出

すること。 



10 

需要変動 

( 利 用 料

金収入) 

利用者数の増減に伴

う利用料金収入の変

動リスク。 

(※利用料金制を導入

している場合のみ) 

－ ● 

・原則として事業者の責任

（経営努力）とする。目標未

達による市の補填は行わな

い。 

・ただし、不可抗力や市の責

めに帰すべき事由による大

幅な減収は別途協議対象と

する。 

11 物価変動 

物価、人件費、光熱水

費等の著しい高騰に

よるコスト増加リス

ク。 

〇 

(協議

の上、

一部負

担) 

● 

(原則負

担) 

・通常の物価変動は事業者

の経営努力で吸収するもの

とする。 

・ただし、予測困難な著しい

物価変動（急激な物価高騰

等）により事業継続が困難と

なる場合は、協定書に基づき

指定管理料の改定協議を行

うことができる。 

12 契約解除 

期間満了前の指定取

消し・業務停止・契約

解除に伴う損害。 

● 

(市の

都合・

責めに

よる場

合) 

● 

(事業者

の責め

による

場合) 

・事業者の重大な法令違反

や債務不履行（指定取消し）

による解除の場合、市は違約

金を徴収する。 

13 苦情対応 

利用者や住民からの

施設管理運営に関す

る苦情、要望等への対

応 

－ ● 
指定管理者が第一義的に対

応。 

14 事故対応 

事故発生時の救護、警

察・消防への通報、関

係者への連絡等の初

動対応 

－ ● 
指定管理者が第一義的に対

応。 

 


